
本年度 前年度 金   額 増減率

１ 国民健康保険税 2,062,793 2,214,103 △ 151,310 △ 6.83 〔30年度保険税調定見込〕

１ 国民健康保険税 2,062,793 2,214,103 △ 151,310 △ 6.83

１一般被保険者国民健康保険税 2,052,602 2,182,039 △ 129,437 △ 5.93 2,837,310,070 円

１ 医療給付費分現年課税分 1,333,208 1,444,811 △ 111,603 △ 7.72 1,499,333,800 円

２ 後期高齢者支援金分現年課税分 411,353 413,833 △ 2,480 △ 0.60 462,609,900 円

３ 介護納付金分現年課税分 133,470 123,412 10,058 8.15 150,101,100 円

４ 医療給付費分滞納繰越分 123,928 140,211 △ 16,283 △ 11.61 514,865,815 円

５ 後期高齢者支援金分滞納繰越分 38,231 43,189 △ 4,958 △ 11.48 158,833,094 円

６ 介護納付金分滞納繰越分 12,412 16,583 △ 4,171 △ 25.15 51,566,361 円

２ 退職被保険者等国民健康保険税 10,191 32,064 △ 21,873 △ 68.22 11,183,447 円

１ 医療給付費分現年課税分 5,686 20,051 △ 14,365 △ 71.64 5,910,332 円

２ 後期高齢者支援金分現年課税分 1,781 5,502 △ 3,721 △ 67.63 1,851,896 円

３ 介護納付金分現年課税分 1,279 3,926 △ 2,647 △ 67.42 1,329,400 円

４ 医療給付費分滞納繰越分 940 1,685 △ 745 △ 44.21 1,359,892 円

５ 後期高齢者支援金分滞納繰越分 294 502 △ 208 △ 41.43 426,104 円

６ 介護納付金分滞納繰越分 211 398 △ 187 △ 46.98 305,823 円

2,848,493,517 円

２ 国庫支出金 1 2,589,832 △ 2,589,831 △ 100.00

１ 国庫補助金 1 460,405 △ 460,404 △ 100.00

1　災害臨時特例補助金 1 0 1 皆増

1災害臨時特例補助金 1 0 1 皆増 ○東日本大震災に係る国民健康保険税減免についての国庫補助（新規計上）

２ 財政調整交付金 0 457,025 △ 457,025 皆減

１ 財政調整交付金(特別) 0 13,886 △ 13,886 皆減

２ 財政調整交付金(普通) 0 443,139 △ 443,139 皆減

3 国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金 0 3,380 △ 3,380 皆減

１国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金 0 3,380 △ 3,380 皆減 ○都道府県化システム修正終了の減

２ 国庫負担金 0 2,129,427 △ 2,129,427 皆減

１ 療養給付費等負担金 0 2,025,783 △ 2,025,783 皆減

１ 現年度分 0 2,025,782 △ 2,025,782 皆減

２ 過年度分 0 1 △ 1 皆減

２ 高額医療費共同事業負担金 0 89,571 △ 89,571 皆減

１ 高額医療費共同事業負担金 0 89,571 △ 89,571 皆減

３　特定健康診査等負担金 0 14,073 △ 14,073 皆減

１ 特定健康診査等負担金 0 14,073 △ 14,073 皆減

※ 療養給付費交付金 0 99,175 △ 99,175 皆減

※ 療養給付費交付金 0 99,175 △ 99,175 皆減

※ 療養給付費交付金 0 99,175 △ 99,175 皆減

※療養給付費交付金 0 99,175 △ 99,175 皆減

(一般現年+退職現年)

【歳　入】

平成３０年度 富士見市国民健康保険特別会計（事業勘定）予算書(案)

    （単位：千円）

予　算　額  前 年 比 較
説　　明　　及　　び　　算　　出　　基　　礎

予定収納率調定額

医療給付費分滞納繰越分

後期高齢者支援金分滞納繰越分

88.95%

介護納付金分現年課税分

後期高齢者支援金分滞納繰越分

(一般現年+退職現年)

介護納付金分滞納繰越分

款　 項 目 節

都道府県化に伴い、交付対象が市から県に変更

医療給付費分現年課税分

後期高齢者支援金分現年課税分

72.42%

　都道府県化に伴い、交付対象が市から県に変更

合計

69.10%
89.59%

H29現年予定収納率

91.13%

72.34%

退職被保険者等国民健康保険税

介護納付金分滞納繰越分

一般被保険者国民健康保険税

後期高齢者支援金分現年課税分

都道府県化に伴い、交付対象が市から県に変更

88.92%

24.07%

96.21%

医療給付費分現年課税分

医療給付費分滞納繰越分

介護納付金分現年課税分

H30現年予定収納率



本年度 前年度 金   額 増減率

予　算　額  前 年 比 較
説　　明　　及　　び　　算　　出　　基　　礎款　 項 目 節

※ 前期高齢者交付金 0 2,908,802 △ 2,908,802 皆減

※ 前期高齢者交付金 0 2,908,802 △ 2,908,802 皆減

※ 前期高齢者交付金 0 2,908,802 △ 2,908,802 皆減

※ 現年度分 0 2,908,802 △ 2,908,802 皆減

３ 県支出金 7,426,904 654,782 6,772,122 1,034.26

※ 県負担金 0 103,644 △ 103,644 皆減

※ 高額医療費共同事業負担金 0 89,571 △ 89,571 皆減

※高額医療費共同事業負担金 0 89,571 △ 89,571 皆減

※　特定健康診査等負担金 0 14,073 △ 14,073 皆減

※ 特定健康診査等負担金 0 14,073 △ 14,073 皆減

１ 県補助金 7,426,904 551,138 6,875,766 1,247.56

7,426,904 0 7,426,904 皆増 ○普通交付金・・・都道府県化により、県が各市町村の保険給付費等に必要な費用を全額負担

1　普通交付金 7,311,419 0 7,311,419 皆増 ○特別交付金…①保険者努力支援分（38,551千円）　②特別調整分（10,333千円）　③都道府県繰入金（38,443千円）

2　特別交付金 115,485 0 115,485 皆増 　　　　　　④特定健診等負担金（27,024千円）　⑤ペイジー収納導入+ヘルスケアポイント取組（1,134千円）

0 551,138 △ 551,138 皆減

１ 都道府県特別調整交付金 0 35,238 △ 35,238 皆減

２ 都道府県普通調整交付金 0 515,900 △ 515,900 皆減

※ 共同事業交付金 0 3,122,052 △ 3,122,052 皆減

※ 共同事業交付金 0 3,122,052 △ 3,122,052 皆減

※ 高額医療費共同事業交付金 0 394,449 △ 394,449 皆減

※ 高額医療費共同事業交付金 0 394,449 △ 394,449 皆減

※　保険財政共同安定化事業交付金 0 2,727,603 △ 2,727,603 皆減

※ 保険財政共同安定化事業交付金 0 2,727,603 △ 2,727,603 皆減

※ 財産収入 0 11 △ 11 皆減

※ 財産運用収入 0 11 △ 11 皆減

※ 利子及び配当金 0 11 △ 11 皆減

※ 利子及び配当金 0 11 △ 11 皆減

４ 繰入金 1,091,909 1,405,096 △ 313,187 △ 22.29 ○保険基盤安定制度に伴う国・県・市負担金を繰入 軽減分 178,965 千円

１ 他会計繰入金 　 1,091,908 1,405,094 △ 313,186 △ 22.29 （保険税の7割、5割、2割軽減に伴うもの） 保険者支援分 134,527 千円

１一般会計繰入金 1,091,908 1,405,094 △ 313,186 △ 22.29 313,493 千円

１ 保険基盤安定繰入金 313,493 312,922 571 0.18 ○一般会計繰入金 医療費不足分 632,489 千円

２ 一般会計繰入金 659,986 957,016 △ 297,030 △ 31.04 地方単独事業(福祉医療）実施に伴う国庫補助減額分 27,497 千円

３ 出産育児一時金繰入金 29,960 32,480 △ 2,520 △ 7.76 ○出産育児一時金相当分 29,960 千円

４ 事務費繰入金 72,284 83,051 △ 10,767 △ 12.96 ○事務費相当分(保険年金課・収税課・増進センター) 72,284 千円

５ 財政安定化支援事業繰入金 16,185 19,625 △ 3,440 △ 17.53 ○財政安定化支援事業繰入金 16,185 千円

２　基金繰入金 　 1 2 △ 1 △ 50.00

１ 保険給付費支払基金繰入金 0 1 △ 1 皆減

１ 保険給付費支払基金繰入金 0 1 △ 1 皆減

２　高額医療費貸付基金繰入金 1 1 0 0.00

１ 高額医療費貸付基金繰入金 1 1 0 0.00

都道府県化に伴う保険給付費支払基金の廃止

２ 都道府県財政調整交付金

１ 保険給付費等交付金

都道府県化に伴い、交付対象が市から県に変更

都道府県化に伴い、交付対象が市から県に変更

都道府県化に伴う高額医療費共同事業の廃止

都道府県化に伴う保険給付費支払基金の廃止

都道府県化に伴う共同事業の廃止

420,000円 × 107件 × 2/3 =

都道府県化に伴う都道府県財政調整交付金制度の廃止



本年度 前年度 金   額 増減率

予　算　額  前 年 比 較
説　　明　　及　　び　　算　　出　　基　　礎款　 項 目 節

５　繰越金 50,000 50,000 0 0.00

１　繰越金 50,000 50,000 0 0.00 ○前年度からの繰越金　

１　繰越金 50,000 50,000 0 0.00

１　繰越金 50,000 50,000 0 0.00

６ 諸収入 30,247 25,436 4,811 18.91

１ 延滞金加算金及び過料 16,918 12,468 4,450 35.69 ○一般被保険者に係る保険税延滞金

１ 一般被保険者延滞金 16,918 12,468 4,450 35.69

１ 一般被保険者延滞金 16,918 12,468 4,450 35.69

２ 雑入 　 13,329 12,968 361 2.78

　 １ 雑入 　 1,202 2,548 △ 1,346 △ 52.83

１ 指定公費負担分 1,176 2,520 △ 1,344 △ 53.33 ○

２ 傷害保険料個人納付金 2 4 △ 2 △ 50.00 ○

３調理実習参加者負担金 24 24 0 0.00 ○調理実習参加者負担金（増進センター） 24名×500円×2回＝24,000円

２ 返納金 　 2,634 2,198 436 19.84

１ 返納金 2,634 2,198 436 19.84 ○国保資格喪失後の受診に対する返還金

３ 第三者納付金 9,493 8,222 1,271 15.46

１ 第三者納付金 9,493 8,222 1,271 15.46 ○交通事故等第三者行為に伴う納付金

10,661,854 13,069,289 △ 2,407,435 △ 18.42  合                 計

特定保健指導の際の傷害保険料　　　　　　　　　20名×30円×4回＝2,400円

高齢受給者証交付者の一部の方の窓口負担は、法律上は2割となっているが1割に据え置かれていることにより、残り1割を国が指定公費負担している。


